
 

 

 
 

 

 

 

 

山梨県内の地方公共団体に対する 

財政融資資金の貸付状況について 
 

 

令和４年度に山梨県内の地方公共団体へ貸し付けた財政融資

資金地方資金の額は、２６４億円となり、前年度と比較して△１３億

円、△４．７％の減少となりました。 

また、令和４年度末の貸付残高は、４,０２３億円となり、前年度と

比較して△１９４億円、△４．６％の減少となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 ８ 月 １ 日 

関 東 財 務 局 

甲 府 財 務 事 務 所 

財務局では、地方公共団体が学校、病院などの建設や上下水道、 

廃棄物処理施設などの生活関連施設を整備するときに、財政融資資金

を貸し付け、豊かで住み良い社会環境づくりに協力しています。 

 

 

《お問合せ先》 

関東財務局 甲府財務事務所 財務課 

ＴＥＬ： (055)206-0194（直通）  

報 道 発 表 



 

財政融資資金貸付額（山梨県） 

１．令和 4 年度貸付額 

（１） 令和 4 年度に山梨県内の地方公共団体へ貸し付けた額は、264 億円となり、前年度と

比較すると△13 億円、割合では△4.7％の減少となりました。 

減少の要因を事業別にみると、公共事業等の減少が挙げられます。 

令和 4 年度における財政融資資金地方資金の貸付事例としては、南部町のアルカディ

ア総合公園多目的広場整備事業などがあります。財政融資資金を活用した事業例は次

ページをご覧ください。 

 

（２） 山梨県内の貸付額の関東財務局管内合計に占める割合は、3.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政融資資金貸付額（事業別） 

※単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 

 

伸率 伸率

山梨県 (a) 244 277 13.5 264 △ 4.7

関東財務局管内 (b) 7,491 8,878 18.5 6,786 △ 23.6

シェア (a/b) 3.3 3.1 3.9

（単位：億円、％）

区　分 2年度 3年度 4年度

（単位：億円）

3年度 4年度 増減

公共事業等 100 42 △ 58

公営住宅 1 1 0

災害復旧 10 5 △ 5

学校教育施設（高校含） 3 20 17

一般補助施設整備等 3 8 5

辺地及び過疎対策 25 25 0

水道 18 23 5

病院・介護サービス 7 6 △ 1

下水道 26 26 0

臨時財政対策債 73 110 37

減収補てん債 11 - △ 11

計 277 264 △ 13

事 業 区 分
貸　　付　　額



 

〇 令和 4 年度貸付事業例 
 

  貸付先：南部町 

過疎対策事業（アルカディア総合公園多目的広場整備事業） 

令和 4 年度事業費 456 百万円、うち財政融資資金 400 百万円（※単位未満四捨五入） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

貸付先：丹波山村  

過疎対策事業（地方創生テレワーク事業（丹波山村交流促進センター改修事業）） 

令和 4 年度事業費 87 百万円、うち財政融資資金 46 百万円（※単位未満四捨五入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・町民がつどい、老若男女が自由に楽しみ、生涯に渡りスポーツやレクリエーションを楽しむとと

もに、未就学児の交流施設の場として、公園を造成するもの。 

・芝生広場の他には、幼児から小学生のお子様が楽しめる遊具、大人向けの健康増進に役立

つフィットネス遊具、ウォーキングができる遊歩道、休憩施設を設置する。 

・別途、多目的広場へアクセスするための町道アルカディア公園線も新設する。 

・丹波山村交流促進センター周辺には、つり場やグラウンドなどの施設があり、従来は、合宿等

による団体利用が多かったが、コロナ禍においてこういった利用が減少した。 

・そこで、アフターコロナにおけるニーズを満たすテレワーク拠点（サテライトオフィス）として整備

することで、施設の有効活用を図り、村内の地域活性化に寄与する施設として運営する。 

画像提供：南部町 

画像提供：丹波山村 



 

２．令和 4 年度末貸付残高 

(１) 山梨県内の地方公共団体への貸付残高は、令和 4 年度末で 4,023 億円となり、前年

度と比較すると△194 億円、割合では△4.6％の減少となりました。 

減少の要因は、約定回収額が新規貸付額を上回ったことによるものです。 

なお、財政融資資金の貸付残高は、平成 13 年度以降、民間資金を補完するという原

則にたち、地方公共団体の資金調達能力と資金使途に着目した貸付を行ってきたこと

や、平成 19 年度から 24 年度に実施した補償金免除繰上償還などの影響により平成 16

年度以降逓減しています。 

また、山梨県内の貸付残高の関東財務局管内合計に占める割合は、3.8％となってい

ます。 

 

(２) 貸付残高を用途別にみると、臨時財政対策債などの「その他」が全体の 45.9％を占

め最大となっており、次いで水道事業、下水道事業及び一般廃棄物処理事業などの

「生活環境整備」が多くを占めています。 

山梨県内の用途別貸付残高の構成比を関東財務局管内のそれと比較すると、山梨

県は病院事業などの「厚生福祉施設」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政融資資金貸付残高（山梨県） 

伸率 増減額 伸率

山梨県 (a) 4,414 4,217 △ 4.5 4,023 △ 194 △ 4.6

関東財務局管内 (b) 111,664 109,962 △ 1.5 106,288 △ 3,674 △ 3.3

シェア (a/b) 4.0 3.8 3.8

（単位：億円、％）

区 分 2年度末 3年度末 4年度末

貸付残高の推移 （単位：億円、％）

貸付残高 6,501 6,243 6,015 5,863 5,567 5,364 5,137 4,897 4,646 4,414 4,217 4,023

伸付率 - △ 4.0 △ 3.7 △ 2.5 △ 5.0 △ 3.6 △ 4.2 △ 4.7 △ 5.1 △ 5.0 △ 4.5 △ 4.6

23年度末 24年度末 4年度末元年度末 2年度末 3年度末25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 30年度末



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 財政融資資金の活用事例 

別添 1 のとおり 

 

３．山梨県内地方公共団体別の令和 4 年度貸付実績額及び令和 4 年度末貸付残高 

別添２・３のとおり 

財政融資資金貸付残高（用途別） 

山梨県 関東財務局管内 

※単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 

令和4年度末 （単位：億円、％）

構成比
(A)

構成比
(B)

生活環境整備 1,371 34.1 40,973 38.5 △ 4.4 水道、下水道、一般廃棄物処理

国土保全災害復旧 191 4.7 4,802 4.5 0.2 災害復旧、豪雪対策

厚生福祉施設 267 6.6 3,856 3.6 3.0 病院、社会福祉施設

地域開発 12 0.3 470 0.4 △ 0.1 電気、住宅市街地

道路 126 3.1 1,441 1.4 1.7 道路

文教施設 147 3.7 5,567 5.2 △ 1.5 義務教育施設、高等学校施設

運輸通信 - - 616 0.6 △ 0.6 港湾、空港

農林漁業 1 0.0 67 0.1 △ 0.1 農業農村施設

住宅 61 1.5 626 0.6 0.9 公営住宅

産業・技術 - - 10 0.0 0.0 産業経済施設

その他 1,846 45.9 47,862 45.0 0.9 臨時財政対策債等

計 4,023 100.0 106,288 100.0

区　分 山梨県
関東

財務局
管内

構成比
比較

（A－B）
備考（主な用途）



財政融資資金の活用事例
〇新道峠展望台（FUJIYAMAツインテラス）整備事業

山梨県笛吹市 （過疎対策事業）

別添１

笛吹市の概要

事業概要

事業効果

今後の課題

山梨県にある笛吹市は、甲府盆地の中央部やや東寄りに位置し、年間23,000トンが収穫
される桃を中心とした果樹農業と、全国屈指の温泉郷である石和温泉郷、春日居温泉郷を
資源とした観光産業のまちである。
令和4年7月には、笛吹市を含む峡東地域の伝統的な果樹栽培技術やワイン産業、加工食

品、観光産業と融合した独特の農業システムが「世界農業遺産」に認定された。
人口は67,464人（令和5年3月末現在）であり、緩やかな減少傾向が続いている。

本事業では、世界遺産である富士山と河口湖、山中湖を一望可能な絶景スポットである
新道峠について、アクセス環境が未整備であり、観光資源として活用できていない状況で
あったため、展望台（FUJIYAMAツインテラス）、遊歩道、アクセス道を整備したもの。
総事業費178百万円（※）のうち、178百万円（※）に財政融資資金が活用（貸付金利：

年0.005～0.08％、償還期間：12年）されている。 （※）単位未満四捨五入

これまで、知る人ぞ知る絶景スポットだった新道峠だったが、環境整備を行ったことで、
令和4年度には20,000人以上が訪れる観光拠点となり、近隣の農産物直売所や交流拠点施設
等への誘客に繋がったことから、市の基幹産業である観光産業に大きく寄与することと
なった。

現在、更なる誘客を図るため、観光施設（売店等）の整備に取り組んでおり、新道峠展
望台を中心とした観光拠点整備を進めることで、展望台整備から始まった周辺整備事業が
完了することとなる。
新たな施設等の整備が進んでいる間、誘客効果が高まることは自然なことであるため、

今後は、誘客効果を持続させるための取組を実施する必要があると考えている。

画像提供：笛吹市



管内地方公共団体別の財政融資資金地方資金貸付実績額（令和４年度） 別添２

関東財務局　　甲府財務事務所

件数 金額 件数 金額 件数 金額

件 億円 件 億円 件 億円

都道府県 町及び村 一部事務組合等

山梨県 8 75 市川三郷町 7 3 東部地域広域水道企業団 5 4

市 早川町 3 2 峡南医療センター企業団 2 2

甲府市 6 21 南部町 4 6

富士吉田市 12 12 昭和町 5 3

都留市 14 16 道志村 11 2

大月市 13 8 西桂町 2 0

韮崎市 22 13 忍野村 3 3

南アルプス市 9 18 山中湖村 3 1

甲斐市 16 14 富士河口湖町 10 7

笛吹市 7 14 小菅村 7 2

北杜市 33 7 丹波山村 4 2

上野原市 11 7 身延町 6 2

山梨市 11 9 富士川町 13 5

甲州市 10 5

中央市 5 2

山梨県合計 262 264

関東財務局管内計 3,911 6,786

全国計 19,473 29,118

（注1）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

（注2）0.5億円未満の場合は0としている。

団体名 団体名 団体名



管内地方公共団体別の財政融資資金地方資金貸付残高（令和５年３月末現在） 別添３

関東財務局　　甲府財務事務所

団体名 件数 金額 団体名 件数 金額 団体名 件数 金額

件 億円 件 億円 件 億円

都道府県 町及び村 一部事務組合等

山梨県 225 1,186 市川三郷町 177 63 大月都留広域事務組合 4 4

市 早川町 53 17 峡北地域広域水道企業団 7 3

甲府市 186 457 南部町 62 38 峡北広域行政事務組合 2 0

富士吉田市 230 195 昭和町 89 57 峡東地域広域水道企業団 15 8

都留市 203 129 道志村 97 28 東部地域広域水道企業団 59 47

大月市 205 86 西桂町 51 9 中巨摩地区広域事務組合 3 14

韮崎市 207 158 忍野村 22 4 甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合 8 62

南アルプス市 250 205 山中湖村 44 9 身延町早川町国民健康保険病院一部事務組合 3 1

甲斐市 190 152 富士河口湖町 206 92 峡南医療センター企業団 18 10

笛吹市 329 235 鳴沢村 4 0 河口湖南中学校組合 2 0

北杜市 419 220 小菅村 64 14

上野原市 139 76 丹波山村 66 14

山梨市 279 151 身延町 168 47

甲州市 262 99 富士川町 235 68

中央市 149 61

山梨県合計 4,732 4,023

関東財務局管内計 67,016 106,288

全国計 296,715 414,087

（注1）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

（注2）0.5億円未満の場合は0としている。


